
様式第７号（第18条関係）

年　　月　　日

大阪府知事　　　様

　願出者

住 所 

氏 名 

  宅地建物取引業者営業保証金規則第８条 　第１項 　の規定により同令第７条第１

   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第２項

項又は第２項に規定による公告に定める期間内に同条第１項第３号又は第２項第３号

に規定する申出書の提出が  なかった　ことについて証明を願い出ます。

　　　　　　　　　　　　　あった

１本人　２相続人　３清算人　４破産管財人

５その他（　　　　　　　 ）

免 許 証 番 号 大阪府知事（ １　） 第　８８８８ 号

商 号 又 は 名 称 株式会社　建振不動産

氏             名 代表取締役　大阪　建一
（法人にあっては代表者の氏名）

主たる事務所の所在地 大阪市中央区大手前２－２－１

取戻しをしようとする

営 業 保 証 金 の 額

失効又は

取消し日

廃 止 日 　平成 　   年　    月　    日

建振第　　　　　号

　上記についての宅地建物取引業者営業保証金規則第７条第１項第３号又は第２項

第３号に規定する申出書の提出が　なかった　　　ことを証明します。

　　　　　　　　　　　　　　　　次のとおりあった

　申出に係る債権の総額 ****円

平成　　　年　　　月　　　日

大阪府知事 印

　　　　　号外
平成２９年　１０月１５日付け第３０号５０ページ

債権の申出がなかった旨の「証明願」記載例
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事務所名称

所 在 地

取
戻
し
の
原
因

１免許の失効又は取消し

証　　　明　　　願

届出者と供託者との関係

供

２一部の事務所廃止

官 報 公 告

託

者

　平成 ２９ 年 　９ 月 １５ 日

１０,０００,０００　円

Ａ 免許失効した場合

願出日を記入。

願出者に応じて、

記入する。

※公告届

と同じ

内容

願出者は記入不要です。受付後に大阪府が証明書として、発行する部分です。



様式第７号（第18条関係）の抜粋

主たる事務所の所在地

取戻しをしようとする

営 業 保 証 金 の 額

失効又は

取消し日

谷　町　営　業　所

大阪市中央区船越町２－２－１

廃 止 日 　平成 ２９ 年　８  月　３１ 日

官 報 公 告
　　　　　号外

平成２９年　９月１５日付け第２８号６０ページ

５,０００,０００　円

取
戻
し
の
原
因

１免許の失効又は取消し 　平成 　　 年 　　 月 　　 日

２一部の事務所廃止

事務所名称

所 在 地

Ｂ 従たる事務所を配した場合

廃止した従たる事務所を記入。


